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自己紹介
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河村 芳彦

代表執行役 執行役副社長 CFO兼CRMO
(1) 1979年 三菱商事入社
●主な担当：金融事業、情報通信事業

●海外勤務(3回、通算12年間)：

1995年 世界銀行(ワシントンDC本部)、Privatization Economist

2000年 米国三菱商事(ニューヨーク本店)、社長室長 兼 米州事業開発室長

2005年 米国三菱商事(シカゴ支店)、支店長

(2) 2015年 日立製作所入社
2015年 理事、情報・通信部門のエグゼクティブ・ストラテジスト

2017年 執行役常務  投融資戦略本部長 兼 未来投資本部長

2018年 執行役専務  最高戦略責任者(CSO: Chief Strategy Officer) 兼 投融資戦略本部長 兼 未来投資本部長

2020年 代表執行役  執行役専務  最高財務責任者(CFO: Chief Financial Officer) 兼 財務統括本部長

2022年 代表執行役  執行役副社長  最高財務責任者(CFO) 兼 最高リスクマネジメント責任者(CRMO: Chief 

Risk Management Officer) 兼 財務統括本部長 兼 投融資審査統括本部長

(3) 学歴
1979年 慶応義塾大学経済学部卒業

1992年 ケンブリッジ大学大学院修了(経済学修士MSc、国際関係修士MPhil)

2005年 ハーバード・ビジネス・スクール修了(AMP)

(4) 趣味
読書、ゴルフ、水泳、ワイン、B級グルメ等
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日立の創業
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⚫ 1910年、久原鉱業所日立鉱山付属の機械修理工場として、

茨城県日立市にて創業(1920年に会社組織として設立)

⚫ 日立創業の精神：「和」「誠」「開拓者精神」

⚫ 企業理念：優れた自主技術・製品の開発を通じて社会に貢献する

創業者 小平浪平 創業小屋(1910年 茨城県)
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日立グループの概要
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創業 1910年

連結子会社数 696社 (2023年3月末)

連結従業員数 322,525人 (2023年3月末)

売上収益(連結) 10兆8,811億円 (2022年度)

Adjusted EBITA(*) (連結) 8,846億円 (2022年度)

当期利益(連結) 6,491億円 (2022年度)

(*) Adjusted EBITA：調整後営業利益から買収に伴う無形資産等の償却費を足し戻し、持分法損益を加算して算出した指標。
Adjusted Earnings before interest, taxes and amortizationの略
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日立の事業の変遷
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●46万kW国産第1号
原子力発電設備

●スーパーコンピュータ
S-810完成

●日立創業100周年

●創業1号製品 5馬力モーター(誘導電動機)

●列車座席予約システム完成

●電気冷蔵庫の第1号機試作

●ED15形電気機関車を完成(大型の国産第1号)

●テレビF-100の生産開始

●新幹線建造

社会イノベーション事業

2010

1974

1982

2020

1959

1924

1932

1956

1910

1962
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セグメント別売上構成(2022年度)
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21%

売上収益

108,811億円

●デジタルシステム＆サービス

●その他

●グリーンエナジー＆モビリティ
●コネクティブインダストリーズ

21%

26%

17%

4%

4%
●日立建機(*1)

●オートモティブシステム事業

(*1) 当社は、2022年8月に日立建機の株式の一部を譲渡しており、従来日立建機セグメントに含めていた日立建機及びその子会社は当社の持分法適用会社となりました。

(*2) 当社は、2023年1月に日立金属(現プロテリアル)の全ての株式を譲渡し、日立金属は当社の連結範囲から除外されましたが、明瞭性を高める観点から、2022年度のセグメント情報については、

       日立金属セグメントを引き続き別掲して表示しています。

7%

●日立金属(*2)
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売上規模
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海外売上比率 = 62% (2022年度)

（2022年度）

1兆8,779億円

日本

1兆5,359億円

北米 欧州
その他

7,138億円

2兆6,350億円

4兆1,182億円

連結

10兆8,811億円

アジア

中国
1兆3,452億円

パワーグリッド事業買収等により海外売上増加
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従業員数
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アジア

海外人員比率 = 59% (2023年3月末)

23,000

日本

43,000

北米欧州
その他

17,000

106,000

134,000

連結

322,525人

中国

43,000

パワーグリッド事業買収等により海外人員増加

(2023年3月末)
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最終利益の推移
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事業構造改革
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-4,000

-2,000

1995

1,431 

1,043 

373 

2,388 

3,471 

2,649 

2,413 
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2,312 

3,629

ホライズンPJ
凍結影響除く

5,122

0 

2,000 

4,000 

（億円）

Ｖ字回復

-8,000

当期利益

2,301 

1990

1,721 

2,225

875

5,016

5,834

6,491
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2021中期経営計画までの変遷
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2016-2018

2018
中期経営計画

IoT時代の

イノベーション

パートナー

⚫BU制導入
⚫フロント強化
⚫Lumada
⚫ポートフォリオ再編

社会イノベーション

での成長実行

デジタル技術の活用

2013-2015

2015
中期経営計画

イノベーション

トランスフォーメーション

グローバル

⚫SIB事業に注力
⚫スマトラ
⚫低収益事業撤退

成長のための

基盤づくり

事業の入替え

2010-2012

2012
中期経営計画

グローバル

環 境

融 合

⚫カンパニー制導入
⚫不採算事業撤退
⚫スマトラ

経営危機からの

脱却

リカバリー

2018
中期経営計画

2019-2021

2018
中期経営計画

人々のQoL・

顧客企業の

価値の向上

⚫社会イノベーション
事業の加速

⚫グローバル競争力
強化

⚫経営基盤の強化

社会イノベーション

事業でグローバル

リーダーをめざす

成長モードへの転換

2021
中期経営計画



© Hitachi, Ltd. 2023. All rights reserved.

23年度~

2012年12月
セレラントコンサルティング社買収
(コンサルティング事業)

22年度21年度

成長に向けた継続的事業ポートフォリオ見直し

13

2011年10月
水力発電
事業JV化 

2011年9月
ブルーアーク社
買収
(ストレージ
ソリューション)

2012年3月 
HDD事業譲渡

2012年3月
中小型液晶
事業譲渡

2012年8月テレビ自社生産終了

2013年4月日立プラント吸収合併

2013年4月東京電力と海外送配電JV設立

2013年7月日立金属・電線の合併

2013年11月日立ビアメカニクス譲渡

2014年2月
三菱日立パワーシステムズ
設立(2020年9月MHIに株式譲渡)

2014年4月
ﾍﾙｽｹｱGr発足

2014年2月
プリズム社買収
(金融事業)

2014年3月
日立マクセル再上場

2014年4月国内昇降機事業を再編

2014年3月
日立メディコ100%化

2015年10月海外空調事業のJV化

2014年12月ABB社JV設立合意(高圧直流送電)

2015年5月
ペンタホ社買収

2015年3月
インダストリアル
プロダクツ社発足

2015年11月アンサルド社買収

2016年10月
日立キャピタルの
株式一部譲渡(持分化)

2016年5月
日立物流の株式
一部譲渡(持分化)

転
換
施
策

強
化
施
策

2017年3月日立工機譲渡

2018年6月
日立国際電気の株式
一部譲渡(持分化)

2017年7月
サルエアー社買収
(産業機器事業)

社会イノベーション事業へ注力

2019年3月
クラリオン譲渡

20年度19年度18年度17年度16年度15年度14年度13年度12年度
2011
年度

2020年7月
ABB社
パワーグリッド
事業買収

2021年1月
ホンダ系3社統合

2020年5月
ハイテク100％化

2020年4月
日立化成譲渡

2021年7月
グローバル
ロジック社買収

2023年1月
日立金属譲渡

2022年8月
日立建機譲渡(持分化)

2023年度
第3四半期中(予定)

日立Astemoの
株式一部譲渡
(持分化)
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グループ構成の変化
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2023/3

日立金属

日立建機

クラリオン日立機材

キャピタル

日立物流

メディコ 日立システムズ日立ソリューションHPT

新神戸プラントサービス ビジネスソリューション日立TCM

マクセル

→ 日立グループ離脱

→ 完全子会社化(孫会社含む)

→ 持分法適用会社化

2011/3

国際電気

日立工機 アラクサラ

日立化成 日立ツール

日立ハイテクアンサルドSTS

→ 政策保有株式に区分変更

2022年度に上場子会社再編を完了：22社(2011/3) ⇒ ゼロ(2023/3)

上場子会社再編を完了
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会社数の変化
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119

157

159

173

181

202

208

262

275

283

314

340

351

365

403

418

450

577

696

712

641

622

677

656

794

733

664

649

599

562

535

540

492

484

0 200 400 600 800 1,000

2006年度

2007年度

2008年度

2009年度

2010年度

2011年度

2012年度

2013年度

2014年度

2015年度

2016年度

2017年度

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

（社）

879

864

1,056

1,008

947

963

939

913

900

943

910

934

国内 海外

48％

17％ 83%

52％

(*) 2006-12年度値は米国会計基準(SEC)、2014年度以降は国際財務報告基準(IFRS)

803

814

871

853

海外比率： 52%(2006年度) ⇒ 83%(2022年度)

696
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「Digital Centric」での成長
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CX(カスタマーエクスペリエンス)：顧客体験価値 クラウドサービスPF BU：クラウドサービスプラットフォームBU BU：ビジネスユニット



© Hitachi, Ltd. 2023. All rights reserved.

Digital Centric事例：McDonald’s
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Digital Centric事例：工具製造・販売の世界大手

18

写真はイメージです
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Digital Centric事例：Stellantis
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Digital Centric事例：Raiffeisen Bank International

20

写真はイメージです
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ABB社パワーグリッド(現、日立エナジー)事業買収
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⚫ 買収の目的：エネルギーソリューション事業のグローバル展開及び強化

⚫ 2018年12月に買収を決定。2020年7月に株式取得7,220億円

(80.1%相当)と負債の承継により買収を完了

⚫ 取得した資産(1.8兆円強)

顧客基盤・人財
✓ グローバルフットプリント

(約90の国と地域)
✓ 顧客数(15,000+)
✓ 営業拠点(約200拠点)
✓ 約36,000人のタレント

✓ グローバルNo.1
送配電プロダクト・サービス

 事業基盤  経営基盤1 2

⚫ Lumadaを活用したエネルギーソリューション(OT・ITの統合)を推進

⚫ 2022年12月に株式追加取得2,432億円(19.9%相当)により、完全

子会社化

業務基盤
✓ グローバルオペレーション
✓ バックオフィス機能

【事業の状況(22年度)】

売上収益 1兆4,139億円[YoY +31%]、Adj. EBITA 1,010億円(利益率 7.1%)[YoY +357億円(+1.0pts)]

部材価格高騰影響が継続も、受注の堅調な推移や収益性向上及び為替影響により増収増益
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GlobalLogic買収
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⚫ 買収の目的：「Lumada」のデジタルポートフォリオ強化

⚫ 2021年3月に買収を決定。2021年7月に株式取得9,222億円

(100%相当)と負債の承継により買収を完了

⚫ 取得した資産(1.1兆円強)

【事業の状況(22年度)】

売上収益 2,073億円[YoY +84%]、Adj. EBITA 452億円(利益率 21.8%)[YoY +203億円(-0.3pts)]

Lumada事業の拡大により増収増益



© Hitachi, Ltd. 2023. All rights reserved.

取締役会の構成
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山本 高稔
企業経営

吉原 寛章
会計・企業経営

Ｌ･ペントランド
法務・企業経営

9 名

：外国人取締役

取締役の過半数を社外取締役とし、多様な経験や識見を経営に反映

社外取締役

社内の取締役

(執行役兼務)

2011年6月

(13名選任)

4 名

7 名

2023年6月

(12名選任)

1 名

2 名 2 名

社内の取締役

(非執行)

取締役会の構成

：女性取締役

菅原 郁郎
行政分野

C・キャロル
企業経営

J・ハーラン
企業経営

R・ヴェンカテイサン
企業経営

現社外取締役のバックグラウンド

井原 勝美
企業経営

H・ルートヴィッヒ
企業経営
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経営戦略に連動した人財戦略(全体像)
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次の成長の10年
- 獲得したアセットを活かして持続的に成長 -

多様な人財と公正な機会、
インクルーシブな組織を通じた事業への貢献

・グローバル人財基盤の確立
(人財データベース,GLD*(リーダー選抜育成),HGG*(グレーデイング),
GPM*(評価), Workday(人財プラットフォーム),社員意識調査等)

・D&Iやタレントの獲得等 人財施策の実行
(役員層の多様化、女性管理職強化、経営/デジタル人財獲得 等)

・ マインドセット、企業文化へのアプローチ
(カルチャー浸透施策、PMI支援、ジョブ型人財マネジメント推進 等)

<これまでの主要成果・取組み>

人財マネジメント変革の始動

社会イノベーション事業で

グローバルリーダーへ

社会イノベーション事業への転換
成長のための基盤づくり

～2015中計 ～2021中計

グローバル
人財マネジメント 1.0

グローバル
人財マネジメント 2.0

グローバル
人財マネジメント 3.0

2024中計～さらにその先へ

Beyond
2024

*GLD…Global Leadership Development program

*HGG…Hitachi Global Grade

*GPM…Global Performance Management

グローバル人財基盤の確立

D&Iやタレントの獲得等、人財施策の実行

マインドセット、企業文化へのアプローチ

2011

✓ 人財マネジメント変革の方向性 ~2011年から継続して実施~
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ジョブ型人財マネジメントへの転換(日本)
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組織・個人双方の『成長』、『成長マインドと文化』の醸成
グローバルでの社会イノベーション事業を通じた価値提供と、仕事を通じた従業員の自己実現

実現したいこと

年齢等の属性によらず、本人の意欲・能力に応じた適所適財の配置

「職務」の見える化

ジョブディスクリプション
 ー恒常的な役割、必要スキル

HGG
 ー各職務の役割・職責の大きさ

GPM
 ー当該年度の目標

「人財」 の見える化

タレントレビュー
 ー各人の強み・キャリア志向等

を踏まえ、育成や配置を検討

Workday
 ー人財マネジメント統合プラット

フォーム

「職務」と「人財」のマッチングによる

適所適財の実現

成長マインドと文化の醸成：「自らキャリアを考え、手をあげる」「自ら学ぶ」「挑戦する」 「失敗から学ぶ」

・プロアクティブマインドセット,キャリア自律促進

・社内外から最適な人財を配置

・成長事業への人財流動化

➡ エンゲージメントの向上

➡ 多様な人財の活躍

➡ 労働生産性の向上

✓ 日立がめざす人財マネジメント
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2024中期経営計画の背景
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事業アセットのグローバル化

29

*1 有形固定資産、投資不動産、のれん及びその他の無形資産 *2 地域別資産構成比
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大型M&Aアセットの統合

30

* Operational Technology(制御・運用技術)
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2024中計の主要KPIについて

31

*1 21-24年度実績/計画から、上場子会社と日立Astemoの売上、利益、キャッシュフローを減算、非連結化後の持分法利益を加算

*2 調整後営業利益から買収に伴う無形資産等の償却費を足し戻し、持分法損益を加算して算出した指標

*3 FY2021の当期利益は一過性影響を除く

*4 コアFCF＝営業CF-設備投資
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日立の社会イノベーション事業とは

32
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社会イノベーション事業のグローバル成長

33
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Lumadaがドライブする売上と利益の成長

34

*1 21-24年度実績/計画から、上場子会社と日立Astemoの売上、利益を減算、非連結化後の持分法利益を加算

*2 日立建機の持分法利益はLumadaに、日立Astemoの持分法利益はLumada以外に分類



© Hitachi, Ltd. 2023. All rights reserved.

Lumadaがドライブする利益率の向上

35

*1 日立建機の持分法利益はLumadaに、日立Astemoの持分法利益はLumada以外に分類

*2 21-24年度実績/計画から、上場子会社と日立Astemoの売上、利益を減算、非連結化後の持分法利益を加算
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ボトムラインの安定化

36
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キャピタルアロケーションポリシー

37

* GTS グラウンド・トランスポーテーション・システムズ部門

✓ 資金調達：デットファイナンスで実施（エクイティファイナンスは、現状、必要なし）

 ・ 直接・間接金融を活用し、低利・安定的な資金を機動的に調達

 ・ 非常事態や突発事象に備え、コミットメントラインを設定

✓ 資金運用：可能な限りデットを返済し、残る手元資金は安全性・流動性を最優先で運用



© Hitachi, Ltd. 2023. All rights reserved.

EPSとCFPSの成長

38

*1 CFPS：一株当たりコアFCF *2 一過性影響除く
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人的資本の活性化

39

*1 日立Astemo除く *2 2023年4月1日付け人事異動分を含む
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ガバナンスの強化

40
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目次
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1. 日立の概要

2. 経営改革とCFOの役割

3. 人財戦略(デジタル人財の確保・育成)

4. 2024中期経営計画

5. まとめ
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金融機関(銀行、保険、証券)にお願いしたいこと

42

1. リスクテイクのパートナー：

（１）多様な金融ソリューションの提供：証券化、プロジェクトファイナンス、
インパクトローン

（２）リスクテイク機能の発揮：共同出資、ベンチャー投資、人材派遣

2. 業界横断的情報機能：

（１）新技術、環境対応等での業界横断の情報提供

（２）米中問題、安全保障、新興国への対応、電力・医療等の規制問題

3. バックストップ、資源配分としての金融機能：

（１）Last resort（興銀、三菱、住友の対応）

（２）金融が資源配分を決めるという自覚
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